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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期

第３四半期累計期間
第18期

会計期間
自　2023年６月１日
至　2024年２月29日

自　2022年６月１日
至　2023年５月31日

売上高 （千円） 1,022,013 372,072

経常損失(△) （千円） △5,025 △323,924

四半期（当期）純損失(△) （千円） △8,361 △1,105,199

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 1,939,980 100,000

発行済株式総数    

普通株式 （株） 36,337,800 80,000

Ａ種優先株式 （株） － 96,507

Ｂ種優先株式 （株） － 84,308

純資産額 （千円） 8,881,475 5,199,830

総資産額 （千円） 10,180,507 5,832,806

１株当たり四半期（当期）純損失(△) （円） △0.33 △138.15

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 87.24 89.15

 

回次
第19期

第３四半期会計期間

会計期間
自　2023年12月１日
至　2024年２月29日

１株当たり四半期純利益 （円） 4.41

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する関連会社が存在しないため記載しておりま

せん。

３．当社は、2023年７月12日開催の取締役会において、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式のすべてにつき取得する

ことを決議し、2023年７月27日付で自己株式として取得し、対価としてＡ種優先株式及びＢ種優先株式１株

につきそれぞれ普通株式１株を交付しております。また、当社が取得したＡ種優先株式及びＢ種優先株式の

すべてを同日付で消却しております。なお、2023年８月30日開催の定時株主総会において、種類株式を発行

する旨の定款の定めを廃止しております。

４．当社は、2023年７月12日開催の取締役会決議により、2023年８月30日付で普通株式１株につき100株の割合

で株式分割を行っておりますが、第18期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当

期）純損失を算定しております。

５．第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当期純損失を計上

しており、また、当社株式は第18期においては非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載

しておりません。

６．第19期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、四半期純損失を計上しているため記載しておりません。

７．当社は、第18期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第18期第３四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
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８．第19期第３四半期累計期間における資本金、純資産額及び総資産額の大幅な増加は、2023年12月６日に東京

証券取引所グロース市場へ上場したことに伴う新株発行によるものであります。
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２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、有価証券届出書に記載した事業等のリス

クについての重要な変更はありません。

 

継続企業の前提に関する重要事象等について

　当社は、小型衛星コンステレーションによるリアルタイム観測の実現というビジョンを掲げ、地球観測衛星データ

事業を推進しております。地球観測衛星データ事業においては衛星の製造及び打上げに伴う大規模な先行投資が必要

であり、打ち上げた衛星から得られる地球観測データ及び画像の販売による投資回収までに期間を要します。そのた

め、前事業年度において継続的な営業損失の発生及び営業活動によるキャッシュ・フローのマイナスを計上してお

り、当第３四半期累計期間においても経常損失を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような事象又は状況が存在しております。

　しかしながら、当第３四半期累計期間においては当社の商用機である小型SAR衛星QPS-SAR６号機「アマテル-Ⅲ」

の商用運用を開始したこともあって営業利益を計上しており、当期においては通期で黒字化の予定で順調に推移して

おります。また、当該重要事象等を解決するために以下の対応策を実施していることから、継続企業の前提に関する

重要な不確実性は認められないと判断しております。

 

①小型SAR衛星を活用したビジネスモデルの拡大

　安全保障分野に関する販売及び収益の拡大に加え、民間における協働の可能性を模索している分野でのビジネスモ

デルを早期に構築し、事業の拡大を図ってまいります。

 

②小型SAR衛星の技術開発とインフラ構築の推進

　継続的な収益拡大のために小型高分解能SAR衛星によるコンステレーションの実現に邁進してまいります。また、

同衛星の撮像能力向上とともに、同衛星が取得する観測データを迅速かつ簡便にエンドユーザーに提供するインフラ

の構築と技術開発を推進いたします。

 

③製造、販売体制の強化

　中長期的には自社コンステレーション並びに他社販売に伴う衛星製造数量の増加とコストダウン圧力に対応すべ

く、開発人材の新規採用や製造工場の新設等により年間10機を生産可能な量産体制の構築を進め、更に衛星の販売並

びに地球観測データビジネスのモデル構築のための事業開発、マーケティング及び販売の体制強化を図ってまいりま

す。

 

④資金調達の実施

　当社にとって技術開発活動及び事業基盤の拡充を推進することは継続的な発展のために重要であり、そのためには

状況に応じて機動的に資金調達を行う必要があります。今後も技術開発活動及び事業基盤の拡充に向けて資金調達の

可能性を検討し、推進してまいります。

　なお、株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするコミット型シンジケートローン契約を2023年10月24日付で締結

しており、総額5,000,000千円を上限とする借入が可能となっております。加えて、2023年12月６日付の東京証券取

引所グロース市場への上場に伴う公募増資及び第三者割当増資により、総額3,679,960千円を調達しております。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第

３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行ってお

りません。

 

(1）財政状態の状況

（資産）

　当第３四半期会計期間末における流動資産は5,351,940千円となり、前事業年度末に比べ1,487,306千円増加しま

した。これは主に、現金及び預金573,645千円の増加、売掛金及び契約資産1,079,163千円の増加等によるものであ

ります。

　当第３四半期会計期間末における固定資産は4,828,566千円となり、前事業年度末に比べ2,860,395千円増加しま

した。これは主に、2023年12月15日に打上げました当社の商用機である小型SAR衛星QPS-SAR５号機「ツクヨミ-Ⅰ」

以降の製造進捗等によるものであります。
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　この結果、当第３四半期会計期間末における資産合計は10,180,507千円となり、前事業年度末に比べ4,347,701千

円増加しました。

（負債）

　当第３四半期会計期間末における流動負債は688,123千円となり、前事業年度末に比べ362,832千円増加しまし

た。これは主に、買掛金の増加308,180千円等によるものであります。

　当第３四半期会計期間末における固定負債は610,908千円となり、前事業年度末に比べ303,223千円増加しまし

た。これは主に、長期借入金の増加300,000千円等によるものであります。

　この結果、当第３四半期会計期間末における負債合計は1,299,032千円となり、前事業年度末に比べ666,055千円

増加しました。

（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産合計は8,881,475千円となり、前事業年度末に比べ3,681,645千円増加し

ました。これは主に、東京証券取引所グロース市場への上場に伴う公募増資及び第三者割当増資により資本金及び

資本剰余金がそれぞれ1,839,980千円増加したことによるものであります。

　なお、2023年８月30日開催の第18回定時株主総会決議に基づき、資本準備金の額の減少及び剰余金の処分による

欠損補填を行っております。これにより、資本剰余金が1,492,430千円減少し、利益剰余金が同額増加しておりま

す。

　これらの結果、自己資本比率は前事業年度末の89.15％から87.24％となりました。

 

(2）経営成績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、円安の進行やインフレ転換への期待、新NISAによる投資増加等を

背景に、日経平均株価は1989年以来の最高値を更新する等、コロナ禍により停滞していた経済活動は、正常化に向

けて力強く前進しております。また、宇宙業界においては、H3ロケット試験機２号機の打上げ成功や、小型月着陸

実証機（SLIM）の月面着陸を受けた各種実証の成果が続々と報告される等、わが国における宇宙開発に向けた機運

は、これまでにない高まりを見せております。一方で、2024年１月に発生した能登半島地震の被害や、国際情勢の

緊張状態の高まりは、国民の生命・財産を守る様々な施策の推進を、官民一体となって加速させていく必要性を物

語っております。

　このような状況の中、当社は2023年12月６日に東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。また、2023年

12月15日には当社の商用機である小型SAR衛星QPS-SAR５号機「ツクヨミ-Ⅰ」の打上げが成功し、2024年１月17日

には初画像（ファーストライト）の公開を行っております。

　以上の結果、当第３四半期累計期間におきましては、売上高1,022,013千円、営業利益111,676千円、経常損失

5,025千円、四半期純損失8,361千円となりました。

　なお、当社は地球観測衛星データ事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　有価証券届出書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計

上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

(6）研究開発活動

　当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、79,440千円であります。

　なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(7）従業員数

　当第３四半期累計期間において、当社の従業員数に著しい増加又は減少はありません。

 

(8）生産、受注及び販売の実績

　当第３四半期累計期間において、実証事業に関する契約を締結し、受注実績が著しく増加しました。

　詳細につきましては、「３．経営上の重要な契約等」をご参照ください。

 

(9）主要な設備

　当第３四半期累計期間において、主要な設備に著しい変動はありません。
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(10）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第３四半期累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

 

(11）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第３四半期累計期間において、資本の財源及び資金の流動性についての分析に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当社は2024年２月28日付で以下の実証事業に関する契約を締結いたしました。

　①　受注先　　　防衛省

　②　事業名　　　宇宙領域の活用に必要な共通キー技術の先行実証に向けた衛星の試作

　③　受注金額　　5,649百万円

　④　納期　　　　2028年５月期中
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2024年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（2024年４月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 36,337,800 36,337,800
東京証券取引所

グロース市場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 36,337,800 36,337,800 － －

　（注）当社株式は2023年12月６日付で、東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2023年12月５日

（注）１
8,918,600 35,000,100 1,599,996 1,699,996 1,599,996 6,684,969

2024年１月９日

（注）２
1,337,700 36,337,800 239,983 1,939,980 239,983 6,924,953

（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　390円

引受価額　　　358.80円

資本組入額　　179.40円

２．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

割当価格　　　358.80円

資本組入額　　179.40円

割当先　　　　ＳＭＢＣ日興証券株式会社
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（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載する

ことができないことから、直前の基準日（2023年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

 

     2023年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  －  － －

議決権制限株式（自己株式等）  －  － －

議決権制限株式（その他）  －  － －

完全議決権株式（自己株式等）  －  － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,081,500  260,815

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式  －  － －

発行済株式総数  26,081,500  － －

総株主の議決権  －  260,815 －

（注）2023年12月６日における東京証券取引所グロース市場への上場にあたり実施した、有償一般募集（ブックビルディ

ング方式による募集）による新株式発行により、発行済株式総数が8,918,600株増加、有償第三者割当増資（オー

バーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）により、発行済株式総数が1,337,700株増加してお

りますが、上記「発行済株式」は当該株式発行前の数値を記載しております。

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　有価証券届出書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、第３四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2023年12月１日から2024年２

月29日まで）及び第３四半期累計期間（2023年６月１日から2024年２月29日まで）に係る四半期財務諸表について、

有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2023年５月31日）
当第３四半期会計期間
（2024年２月29日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,524,807 4,098,452

売掛金及び契約資産 23,094 1,102,257

その他 316,732 151,230

流動資産合計 3,864,634 5,351,940

固定資産   

有形固定資産   

人工衛星（純額） - 2,507,843

建設仮勘定 1,861,433 2,182,643

その他（純額） 72,995 60,512

有形固定資産合計 1,934,428 4,750,999

無形固定資産 30,561 57,081

投資その他の資産   

破産更生債権等 765,523 825,605

その他 3,182 20,485

貸倒引当金 △765,523 △825,605

投資その他の資産合計 3,182 20,485

固定資産合計 1,968,171 4,828,566

資産合計 5,832,806 10,180,507

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,273 316,453

未払法人税等 1,332 38,802

契約負債 188,776 221,428

受注損失引当金 37,381 2,897

その他 89,528 108,542

流動負債合計 325,291 688,123

固定負債   

長期借入金 300,000 ※ 600,000

繰延税金負債 7,684 10,908

固定負債合計 307,684 610,908

負債合計 632,976 1,299,032

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 1,939,980

資本剰余金 6,577,403 6,924,953

利益剰余金 △1,492,430 △8,361

株主資本合計 5,184,972 8,856,571

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益 14,857 24,903

評価・換算差額等合計 14,857 24,903

純資産合計 5,199,830 8,881,475

負債純資産合計 5,832,806 10,180,507
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
当第３四半期累計期間
（自　2023年６月１日
至　2024年２月29日）

売上高 1,022,013

売上原価 480,417

売上総利益 541,595

販売費及び一般管理費 429,919

営業利益 111,676

営業外収益  

受取利息 38

助成金収入 441

講演料収入 508

その他 278

営業外収益合計 1,266

営業外費用  

支払利息 6,220

シンジケートローン手数料 81,331

その他 30,415

営業外費用合計 117,968

経常損失（△） △5,025

税引前四半期純損失（△） △5,025

法人税、住民税及び事業税 3,335

法人税等合計 3,335

四半期純損失（△） △8,361
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※　当社は2023年10月24日付で、株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするコミット型シンジケートローン契

約を締結しています。本契約に付されている財務制限条項については次のとおりです。

 

ａ．2024年５月期以降の各事業年度末日における貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を正の値に維持

すること。

ｂ．2024年５月期以降の各事業年度末日における貸借対照表に記載される数値を基に算出されるD/Eレシオ（計

算式：有利子負債÷純資産合計）を1.0以下に維持すること。なお、本契約において「有利子負債」とは、

短期借入金、一年内返済長期借入金、一年内償還予定社債（割引債及び新株予約権付社債を含むがこれに限

らない。）、長期借入金、社債（割引債及び新株予約権付社債を含むがこれに限らない。）、受取手形割引

高等をいう。

ｃ．2024年５月期以降の各事業年度末日における貸借対照表に記載される現預金の合計金額を10億円以上に維持

すること。

 

　　当第３四半期会計期間末における総コミット金額に係る借入実行状況は次のとおりです。

 
前事業年度

（2023年５月31日）

当第３四半期会計期間

（2024年２月29日）

総コミット金額

借入実行残高

－

－

5,000,000千円

300,000千円

借入未実行残高 － 4,700,000千円
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間
（自　2023年６月１日

至　2024年２月29日）

減価償却費 96,859千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期累計期間（自　2023年６月１日　至　2024年２月29日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2023年８月30日開催の第18回定時株主総会決議に基づき資本剰余金を1,492,430千円減少し、利益

剰余金に振り替え、欠損補填を行っております。

　また、当社株式は2023年12月６日付で、東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。この上場にあた

り、2023年12月５日を払込期日とする公募増資（ブックビルディング方式による募集）による新株式

8,918,600株の発行により、資本金及び資本剰余金はそれぞれ1,599,996千円増加しております。加えて、2024

年１月９日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資による新株式

1,337,700株の発行により、資本金及び資本剰余金はそれぞれ239,983千円増加しております。

　この結果、当第３四半期会計期間末において、資本金が1,939,980千円、資本剰余金が6,924,953千円となっ

ております。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間（自　2023年６月１日　至　2024年２月29日）

当社は、地球観測衛星データ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

（収益認識関係）

　当社は、地球観測衛星データ事業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益をサービス区分

に分解した情報は、以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

 
当第３四半期累計期間
（自　2023年６月１日
至　2024年２月29日）

一時点で移転される財又はサービス

一定の期間にわたり移転される財又はサービス

722,151

299,861

顧客との契約から生じる収益 1,022,013

その他の収益 －

外部顧客への売上高 1,022,013
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間
（自　2023年６月１日
至　2024年２月29日）

１株当たり四半期純損失（△） △0円33銭

（算定上の基礎）  

四半期純損失（△）（千円） △8,361

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △8,361

普通株式の期中平均株式数（株） 25,471,699

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度末から重

要な変動があったものの概要

 

－

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、四半期純損失を計上

しているため記載しておりません。

２．当社は2023年７月12日開催の取締役会決議により、2023年８月30日付で普通株式１株につき100株の割

合で株式分割を行っておりますが、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり

四半期純損失を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 
 

2024年４月12日
 
株 式 会 社 QPS 研 究 所
 

取 締 役 会 　御 中

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 福岡事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 只隈　洋一

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 室井　秀夫

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社QPS研究所の2023年6月1日から2024年5月31日までの第19期事業年度の第3四半期会計期間（2023年

12月1日から2024年2月29日まで）及び第3四半期累計期間（2023年6月1日から2024年2月29日まで）に係

る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社QPS研究所の2024年2月29日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第3四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レ

ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して

四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作

成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ

る。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表におい

て、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表

示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況に

より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務

諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注

記事項を含めた四半期財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー

上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた

めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用

している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 
（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象に含まれていません。
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